
伊豆の国市における住環境の向上
平成22年度     ～     平成27年度  （6年間） 伊豆の国市

『住宅・建築物の耐震化や住宅市街地の防災対策を行うことにより、安全で安心できる住まい・まちづくりを実現する』

・伊豆の国市における住宅の耐震化率を上げる。 
・寄付採納を受けての狭あい道路拡幅整備促進を図る。

（H22当初） （H24末）
① 住宅土地統計調査等の統計データや事業実施状況をもとに算出する。

（住宅の耐震化率）　＝　（耐震性が確保された住宅数）／（全住宅数）（％）

②
寄付採納を受け、狭あい道路拡幅整備を実施し助成金を交付した件数（目標７件／年　合計21件）

③

事　後　評　価
１．交付対象事業の進捗状況　（○：計画期間中に完成　　△：計画期間終了後に完成見込（備考欄に完成予定時期を記入）　　－：その他（備考欄に具体的に記入（中止、未実施等））

Ａ1　住環境整備事業
番号 事業 地域 交付 直接 道路 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 種別 H22 H23 H24 H25 H26 H27

A1-1 住宅 一般 伊豆の国市 直/間 市/個人 142 △

A1-2 住宅 一般 伊豆の国市 直/間 市/個人 210 △ H28

合計 352
Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26 H27

合計

番号 備考

（様式６） 社会資本総合整備計画　事後評価書
計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値
（H27末）

（H20末）
74.3％

90%

(H21末）
0件

21件 46件

効果促進事業費の割合
13%

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

交付対象事業

事業
者

省略
工種

要素となる事業名 事業内容 市町村名 全体事業費
（百万円）

進捗
状況

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
404 百万円 Ａ 352 百万円 Ｂ Ｃ 52 百万円

住宅・建築物安全ストック形成事業
耐震診断及び改修等、吹
付アスベストの調査、が
け地近接等危険住宅移
転・市内全域

伊豆の国市

狭あい道路整備促進等事業
狭あい道路の拡幅整備
等・市内全域

伊豆の国市

番号
事業
者

省略
要素となる事業名

事業内容 市町村名
港湾・地区名

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）

進捗
状況工種 （延長・面積等）

一体的に実施することにより期待される効果



Ｃ　効果促進事業
事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26 H27

C-1 住宅 一般 伊豆の国市 直接 市 防犯灯の設置 2 ○
C-2 住宅 一般 伊豆の国市 直接 市 消火栓整備事業 消火栓整備事業 7 ○
C-3 住宅 一般 伊豆の国市 直接 個人 木造住宅耐震補強助成事業 木造住宅の耐震補強 40 △
C-4 住宅 一般 伊豆の国市 直接 個人 ブロック塀の除却・改善 3 △

合計 52

番号 備考
C-1 自治会等の要望により防犯灯を設置し、安全なまちづくりを実現する。
C-2 自治会等の要望により消火栓を設置し、安全対策を行い、安全なまちづくりを実現する。
C-3 旧基準で建築された木造住宅の耐震補強を実施する。
C-4 住宅・建築物の耐震改修とあわせてブロック塀の地震安全対策を実施する。

※交付対象事業については、できるだけ個別路線ごとに記載すること。
（参考）　計画の成果目標を同一とする地域自主戦略交付金の交付対象事業

（別添「事業実施計画」参照）

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況
（指標①）

Ⅰ定量的指標に関連する
　　　交付対象事業の効果の発現状況 （指標②）

最終目標値
Ⅱ定量的指標の達成状況

最終実績値

最終目標値

最終実績値

最終目標値

最終実績値

（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

番号
事業
者

省略
要素となる事業名 事業内容

市町村名
港湾・地区名

全体事業費
（百万円）

進捗
状況工種

防犯灯整備事業

ブロック塀の安全対策事業

一体的に実施することにより期待される効果

旧耐震基準の木造住宅の耐震改修工事に対して補助金を交付することにより、住宅の耐震化が進み、災害時における住民の安全性が向上された。ま
た、高齢者世帯への上乗せ補助により、工事費用を原因として耐震化を進めない高齢者世帯の実施

道路後退部分の寄付行為に対して工事費用等の助成金交付をすることにより、住宅地での道路幅員の拡幅が進んだ。

指標①（伊豆
の国市におけ
る住宅の耐震
化率を上げ
る）

90%
目標値と実績
値に差が出た

要因

木造住宅の耐震補強の戸数については、東日本大震災以降一時的に増加したものの、その後の落ち着
きによる、耐震化への意識の低下により申請は伸び悩んでいる。

（H25末）
78.8%

指標②（寄付
採納を受け、
狭あい道路拡
幅整備を実施
し助成金を交
付した件数）

46件
目標値と実績
値に差が出た

要因

狭隘道路拡幅の助成対象には、道路後退部分を市に寄付しなければならないが、土地所有者の同意が
得られず申請に至らなかった案件がある。市街化区域の土地の場合、市街化調整区域に比べ地価が高
いため寄付行為を嫌がる所有者が多く、相談件数を含めれば目標値には達しているものの成果達成に
は至らなかった。43件

指標③（　）
目標値と実績
値に差が出た

要因

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の
　　　　　　　　　　　効果の発現状況 ブロック塀の撤去の進捗により、緊急輸送路・避難路等の閉塞を防ぐことができた。

住宅・建築物の耐震化は、喫緊の問題として叫ばれる「南海トラフ大地震」から、居住者の命を守る手段として有効である。また、倒壊した建物が緊急輸送路や避難路を塞ぐことにより、居住者
以外の人間を危機にさらす恐れがあることから、今後も、積極的に耐震化の啓発を進めていく。また、空家対策担当課と調整の上、住宅等の除却を推進し、倒壊建物の削減に努める。

狭隘道路拡幅は緊急車両等の通行に必要不可欠な事業であり、国庫対象事業から外れる３１年度以降も引き続き民間助成や市道拡幅を進めていく予定である。


